
 

発議第 ２５ 号 

 

 

介護・保育分野における地域区分の早急な見直しを求める意見書に

ついて 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第２項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

教育福祉委員長 藤井 俊行 

 

 

 

 

  



 

介護・保育分野における地域区分の早急な見直しを求める意見書 

 

全国的に深刻さを増す介護・保育の担い手不足は、仕事の肉体的精神的

な厳しさに対しその賃金が安い事が根底にあり、その改善は国、地方自治

体における喫緊の課題である。特に保育における待機児童問題は深刻であ

り、流山市においても急ピッチで私立保育園の整備を進めているが、施設

が出来ても保育の担い手である保育士の確保が厳しく、計画どおりの保育

の受け入れが難しい事態となっている。かかる状況は放置できず、介護・

保育分野への就労には一定の資格が必要なことなどから、当市に限らず地

方自治体では担い手確保のための助成制度を設けるなど、最大限の努力を

行っているものの今なお厳しい状況にある。 

東京都を代表とする大都市圏では、地方自治体間で介護・保育分野の賃

金格差が生じていることが担い手確保の大きな障壁となっている。言うま

でもないが公による介護・保育サービスの人件費を含む対価は国により自

治体ごとに介護報酬・公定価格として定められており、その際に適用され

る地域区分が同一労働圏、経済圏であるにも関わらず自治体間で区分が大

きく異なること、とりわけ大きな財政力のある東京都に手厚く設定されて

い る こ と か ら 財 政 力 の 低 い 周 辺 自 治 体 は 担 い 手 確 保 に 大 き な ハ ン デ キ ャ

ップを背負わされているだけでなく、国の掲げる政策である「一億総活躍

社会」「同一労働同一賃金」とも矛盾すると思慮するところである。 

よって、国におかれては、介護・保育の分野で使用する地域区分を現実

に 即 し た 公 平 感 の あ る も の と な る よ う 早 急 な 見 直 し を 行 っ て い た だ く 様

強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２８年１２月１４日 

 

衆議院議長   大島 理森 様 

参議院議長   伊達 忠一 様 

内閣総理大臣  安倍 晋三 様 

内閣府特命担当大臣 加藤 勝信 様 
（少子化対策男女共同参画） 

厚生労働大臣  塩崎 恭久 様 

 

千葉県流山市議会  

 

 

 

 



 

発議第 ２６ 号 

 

 

骨髄移植ドナーに対する支援の充実に関する意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

流山市議会議員 大塚 洋一 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 坂巻 儀一 

〃    笠原 久恵 

〃    中川 弘 

 

 

 

  



 

骨髄移植ドナーに対する支援の充実に関する意見書 

 

骨 髄 移 植 や 末 梢 血 幹 細 胞 移 植 は 、 白 血 病 な ど の 難 治 性 血 液 疾 患 に 対 す

る 有 効 な 治 療 法 で あ る 。 そ の た め 広 く 一 般 の 方 々 に 骨 髄 提 供 を 呼 び か け

る 骨 髄バ ン ク 事 業 は、「移 植 に 用 い る 造血 幹 細 胞 の 適 切な 提 供 の 推 進 に関

す る 法 律 」 に 基 づ い て 公 益 財 団 法 人 日 本 骨 髄 バ ン ク が 主 体 と な っ て 実 施

さ れ てい る 。  

平 成 ２ ８ 年 ７ 月 末 現 在 の ド ナ ー 登 録 者 数 は ４ ６ 万 ３ ， ４ ６ ５ 人 で あ る

が 、 最 近 で は 登 録 者 数 が 伸 び 悩 ん で い る ほ か 、 ド ナ ー と 患 者 の 白 血 球 の

血 液 型 と も い う べ き Ｈ Ｌ Ａ 適 合 率 は ９ 割 を 超 え て い る 一 方 で 、 実 際 に 移

植 に 至る の は ６ 割 未 満に 留 ま っ て い る。  

そ の 理 由 は 、 骨 髄 等 の 提 供 に 際 し て 検 査 や 入 院 等 で 病 院 に 出 向 く な ど

し て 仕 事 を 休 業 し た 場 合 の 補 償 が な さ れ て い な い こ と が 一 因 と さ れ て い

る 。  

移 植 を 必 要 と す る 患 者 が 一 人 で も 多 く 骨 髄 移 植 を 受 け る こ と が で き る

よ う に ド ナ ー が 安 心 し て 骨 髄 等 を 提 供 で き る 仕 組 み づ く り が 求 め ら れ て

い る 。  

よ っ て、政 府 に対 し、骨 髄 移 植 等の 一 層 の推 進 を 図 る た め、ド ナ ーに 対

す る 支援 の 充 実 に 関 し、下 記 の事 項 を 早期 に 実 現 す る よう 強 く 要 請 す る。 

記  

 １  ド ナ ー が 、 骨 髄等 の 提 供 に 伴 う通 院 、 入 院 、 打ち 合 わ せ 等 の ため

に 休 業す る 場 合 の 補 償制 度 の 創 設 を 検討 す る こ と 。  

 ２  事 業 主 向 け に 策定 す る 労 働 時 間等 見 直 し ガ イ ドラ イ ン の 中 で ドナ

ー 休 暇制 度 を 明 示 す るな ど 、 企 業 の 取り 組 み を 促 進 する こ と 。  

３  ドナ ー 休 暇 の 制 度化 を 検 討 す る こと 。  

 

以 上 、地 方 自 治 法 第 ９９ 条 の 規 定 に より 意 見 書 を 提 出す る 。  

 
平成２８年１２月１４日  

 
衆議院議長   大島 理森 様  
参議院議長   伊達 忠一 様  
内閣総理大臣  安倍 晋三 様  
総務大臣    高市 早苗 様  
厚生労働大臣  塩崎 恭久 様  

 

千葉県流山市議会  



 

発議第 ２７ 号 

 

 

自衛隊による南スーダンでの活動中止、撤退を求める意見書につい

て 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

流山市議会議員 乾 紳一郎 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    徳増 記代子 

〃    小田桐 仙 

 

 

  



 

自衛隊による南スーダンでの活動中止、撤退を求める意見書 

 

日本政府は、現在自衛隊を約３５０人派遣している南スーダンについ

て、今年１０月２５日、「７月の衝突後も部隊を撤退させた国はない」と情

勢分析をしている。 

しかし、イギリス、ドイツ、スウェーデン、ヨルダンでは、安全確保の

観点から派遣していた文民警察を南スーダンから撤退させ、さらにケニア

政府は、１１月３日、国連南スーダン派遣団から派遣隊員の即時撤退を命

じた。 

国連南スーダン派遣団の総人員の１割にもあたるケニア政府からの派遣

隊員（約１２３０人）の撤退には、様々な要因の一つに、交戦の激化が回

避できない事態を招いていることもある。 

そこで政府に対し、自衛隊による南スーダンでの活動中止、早期撤退を

求めるよう意見書を提出する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

２０１６年１２月１４日 

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

防衛大臣   稲田 朋美 様 

 

千葉県流山市議会  

  



 

発議第 ２８ 号 

 

 

オスプレイの県内配置に反対する意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

流山市議会議員 小田桐 仙 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    徳増 記代子 

〃    乾 紳一郎 

  



 

オスプレイの県内配置に反対する意見書 

 

本市上空を飛行する自衛隊機の音や数の多さ、またこれまで以上に低空を飛

行するケースに驚きや不安視する声が市民で広がっている。 

そのような中、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）配備の新型輸送機ＭＶ

２２オスプレイ２機が今年１０月２４日、定期整備拠点に選ばれた陸上自衛

隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）に初飛来した。木更津駐屯地での定期整備

は来年１月頃から、普天間飛行場にある２４機を対象としている。 

また、防衛省は、陸上自衛隊が導入するオスプレイ１７機も同駐屯地で定期

整備を行い、日米オスプレイの定期整備拠点にする方針である。 

しかし、本市の上空も含めて、県内いつ、どこを飛行するかは、市民はもち

ろん地元自治体にも知らされない。そもそもＭＶ２２オスプレイは、１０万飛

行 時 間 を 超 え た 時 点 で の 事 故 発 生 件 数 は 、 沖 縄 県 内 に 配 備 さ れ た 時 点 の   

１．９３件から、２０１５年１２月時点の３．６９件と約２倍に増加している

との報道もあり、県民・市民の安全安心を守る立場からも県内配備は到底認め

られない。 

そこで政府に対し、以下のことを要望する。 

記 

 １ オスプレイの千葉県内の配備は中止すること。 

２ オスプレイの国内での配備や訓練、整備拠点の設置を中止すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

２０１６年１２月１４日 

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

防衛大臣   稲田 朋美 様 

 

千葉県流山市議会  

  



 

発議第 ２９ 号 

 

 

子 ど も の 医 療 費 助 成 に 係 る 国 民 健 康 保 険 の 国 庫 負 担 金 減 額 調 整 措

置の廃止を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

流山市議会議員 植田 和子 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 徳増 記代子 

〃    小田桐 仙 

〃    乾 紳一郎 

 

 

  



 

子どもの医療費助成に係る国民健康保険の国庫負担金減額調整措置の廃止を求

める意見書 

 

子どもの貧困問題及び少子化の進行は社会問題化し、すべての若い世代が

安心して子どもを産み育てられる環境を整備することは喫緊の課題となって

いる。 

流山市では、子育て支援策を重視し、子ども医療費助成の拡充、子育てし

やすい環境づくりに努力している。また、全国すべての都道府県で子ども医

療費への地方単独助成を実施するまでになっている。 

 そこで、国においては、すべての子どもを対象とする国による医療費助成

が制度化されるまでの間、地方自治体が行う子どもの医療費助成に係る国民

健康保険の国庫負担金を減額する措置を廃止するよう、強く要請する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  

２０１６年１２月１４日 

 

衆議院議長   大島 理森 様 

参議院議長   伊達 忠一 様 

内閣総理大臣  安倍 晋三 様 

内閣官房長官  菅 義偉 様 

内閣府特命担当大臣 加藤 勝信 様 
（少子化対策男女共同参画） 

総務大臣    高市 早苗 様 

厚生労働大臣  塩崎 恭久 様 

財務大臣    麻生 太郎 様 

 

千葉県流山市議会  



 

発議第 ３０ 号 

 

 

国民年金法等改正案の撤回を求める意見書について 

上記の議案を別紙のとおり、流山市議会会議規則第１４条第１項の規定

により提出します。 

平成２８年１２月１４日提出 

         提出者 

流山市議会議員 徳増 記代子 

 

 

 

賛成者 

流山市議会議員 植田 和子 

〃    小田桐 仙 

〃    乾 紳一郎 

 

 

 

 

 

  



 

国民年金法等改正案の撤回を求める意見書  
 
安倍政権は、２０１３年から２０１５年度にかけて、「特例水準の解消」を

名目に２．５％を引き下げた。また昨年度は、「マクロ経済スライドの実施」

としての０．９％を引き下げた。合計、この４年間で３．４％もの削減となっ

ている。  
消費税増税、物価高騰の中、年金削減が高齢者のみならず、国民の暮らしや

地域経済の進展に影を落としている。  
にもかかわらず、今国会に安倍内閣が提出した国民年金法等改正案は、さら

に物価が上がっても下がる賃金に合わせて年金も減らすものとなっている。  
よって、本市議会は国に対し、国民年金法等改正案の撤回を強く求めるもの

である。  
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
 
２０１６年１２月１４日  

 

衆議院議長  大島 理森 様 

参議院議長  伊達 忠一 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 様 

 

千葉県流山市議会  

 


